７月５日、サトウメグミ様から、消費税をなくす東京の会に、メールで以下のご意見が寄せられました。

消費税をあげる前に考えて欲しいことがあります。日本はなぜ、外国人（特に就労ビザで滞在する人）に各種社会保障（年金、国民保険、失業手当、義務教育党等）を享受させ、国庫を圧迫しなければならないのでしょう？外国人を雇う前に、自国民の雇用を優先させるため、諸外国は、ビザを承認する厳しい基準を設けています。安い外国人を入れ国庫を圧迫する一方、日本人の人は安い給料でも仕事がない人が多いのが今の日本の無策からくる矛盾であり、実態です。このままでは日本が沈没します
《投稿》池上彰氏が、「派遣社員は、文具代などと同じ『モノ』扱い」と、ズバリ指摘

いま、テレビで引っ張りだこの元ＮＨＫアナウンサーの池上彰氏の著書『高校生からわかる「資本論」』（ホーム社）を読んでみました。

池上さんは、まず最初に「今の世の中がどうしてこんなことになってしまったのか」として、派遣切り問題を取り上げています。そして、派遣労働者が企業会計上では「人件費」ではなく、「物件費といって、鉛筆とかボールペンとかコピー用紙と同じ扱いで、人間の扱いじゃない」と指摘しています。
池上さんは、消費税については触れていないのですが、実はこれは消費税の仕組みと深い関係があるのです。

消費税を計算するとき、仕入れに含まれていた消費税額を差し引くことになっています（前段階控除）。このとき、正社員などに支払う賃金などは人件費（労務費）として計算されますが、派遣社員の労務費は、派遣会社に支払うので、経理上は「物件費」とされます。

したがって、正社員を減らして派遣社員を増やせば増やすほど、税務署に納める消費税を少なくすることができるのです。
消費税が実施されて以後、急速にリストラで正社員が首を切られ、派遣社員が増えた原因がここにあるのです。（Ｋ）
